












































































展である(宮地,2001 年)(下渡,2006 年)(大島，2014 年)(李，2007年)(荒木，2012 年)。 
第六は、日本国内の台風や天候不順に起因する不作をきっかけに、輸出諸国の周年生産と輸
出システムの構築が進展したことである(農政ジャーナリストの会編,2011 年)（周ら,2011
年）。 
 そのような中、パプリカは 1993年にオランダから本格的な輸入が開始され、日本国内の
市場が開拓されて消費が開始された。その後、日本市場においては韓国産が台頭し、韓国に
対して技術供与をしたオランダをも凌ぐことになる。 
パプリカ輸入急増の要因を、上記の輸入野菜急増要因に照らして整理すると、韓国産のシェ
アが拡大してきたことは、最終的には第五の日系商社の開発輸入の結果である。しかし、最
初にオランダ産が輸入されたことや、続く輸出国である韓国も、当該国独自の政策による日
本への輸出戦略であったことを考慮すると、やや異なるように思われる。次に輸送過程を見
ると、オランダより近距離でありフェリー輸送を利用する韓国産の優位さに(荒木，2008 年)、
第二の輸送技術の発達が加味されたと言えよう。第四の需要について、輸入パプリカの販路
は、大型量販店で販売される他、コンビニのサラダやファミリーレストランのメニューに加
えられ、消費のすそ野が広がった。大口需要者が消費を拡大したとは言えるが、上記第四の
ように、それらの需要が牽引したとまでは言い切れない。また、日本国内生産との関係につ
いては、パプリカは元々国内には生産が無く、輸入品によって市場が形成され、そこに国産
が追従するという特異な普及経過をもつ野菜である。そのため、第三や第六の要因は当ては
まらない。第六の点については、天候不良による不安定供給の忌避目的ではないが、日本の
消費要望に対する安定供給を目指して、輸入パプリカの周年化が行われてきたとも考えら
れる。 
このように、パプリカ輸入が急増した主要な要因として、輸出国側特に韓国の農業を巡る
状況変化の中での、対日輸出振興と輸送技術・輸送条件の発達が挙げられよう。 
日本側から見ると、国内生産が全くない状態で、オランダ産および韓国産が輸入されること
により、国内市場が形成された。その後、本章の冒頭に述べた多くの外来野菜と同様に、国
内生産が開始された。しかし、パプリカの国内市場が誕生した 1990年代には、日本農業は
既に生産力の低下局面に入っていた。総合的な農業生産力を表す農業生産指数は、1986 年
をピークに低下に転じ、それ以降、農業の担い手の減少や耕作放棄の発生が問題になる段階
に入った。こうした時代背景を持つ日本のパプリカ生産では、小規模な新しい産地の形成や、
近年では農外資本による大規模農業法人が生産を開始する事例も複数見られ、生産の拡大
傾向が顕著である。国産パプリカのシェアは、未だ 1 割程度と低く輸入品が９割を占める
が、輸入障壁が低く、３％の輸入関税が課税されるだけの輸入品に対抗する競争力を持つ国
内パプリカ生産が成立しつつあるとみられる。 
 
２、本論文の課題 
 
日本の野菜供給の課題と国内野菜生産の存続形態のあり方を考えるうえで、深瀬は、各品
目の輸入量と国産出荷量と単価の動向に着目する必要があるとしている(深瀬,2013 年)。し
かしながら、パプリカは国内生産の歴史が浅いため、生産の現状を明らかにした報告は非常
に少数である。 
農業経済学･農業経営学的な視点からの既存研究については、パプリカの生産･流通･輸入
を取り巻く国内外の状況を分析し、国内産地の事例を調査した報告(香月ら,2006 年)、宮城
県における輸入野菜商社が手掛ける大規模パプリカ施設園芸の企業的展開と地域農業につ
いての報告(関根,2013 年)、山形県における既存型パプリカ産地振興の課題についての研究
報告(古野,2009 年)、韓国産パプリカを事例とした韓国の農業･貿易戦略に関する研究
(柳,2006 年)、韓国における野菜の生産･輸出動向とその背景の下でのパプリカの事例
（姜,2003 年)などがあるが十分ではなく、日本国内でのパプリカ生産が一般的になる状況
下において、さらに研究蓄積が求められる。 
一方、パプリカという新規作物を事例にして、輸入品との対抗関係の中で、どのように新
たな生産主体や産地が生まれ、さらにそれが淘汰されていくのかを明らかにすることは、新
作目産地形成の一つの形として興味深い。パプリカ生産は歴史が浅く、現状では生産主体や
産地の数が少なく、主な生産者や産地の特定が容易であり、生産の担い手の規模や収益性な
どが概略想定できる。他方、輸入パプリカに関しても、僅か数社の商社を通じた取引となっ
ており、調査により、輸入品と国産品との生産･流通コストや鮮度、リードタイムなどの比
較などが可能である。 
一般の農産物の場合、多数の生産者や流通業者、輸入商社などが関係して当該作目の生
産･流通構造を構成しており、その全体像を把握するのは非常に困難である(松下,2003 年)。
これに比べてパプリカの場合は、生産･流通構造が非常にシンプルで、しかも輸入品との対
抗関係の中で成立しているのが明らかである。日本の農産物の多くは、既に輸入品との対抗
関係の中で産地や生産主体が淘汰されてきている。しかし、それぞれの作目の生産･流通構
造は複雑であり、その姿を明らかにすることは容易ではない。こうした中で、パプリカの生
産･流通を素材として、一つの作目の成立条件を農業生産の国際化条件の中で明らかにする
ことは、意義があると考える。 
パプリカの生産･流通構造を明らかにする場合に、輸入パプリカの生産･流通構造を解明
するという課題と、国内パプリカ生産の現状を明らかにするという課題との二つは必須で
ある。本研究の前半では、韓国における輸出用パプリカの生産･流通に関する実態解明を行
い、後半では日本における国内パプリカの産地や生産主体の動向を明らかにし、経営体の生
産コストや収益性を解明するという課題に取り組む。そして両者の視点から、日本における
パプリカの生産･流通に関する研究として取りまとめることとしたい。 
深瀬は、品目別に輸入品と国産品の数量を年次別に比較し、輸入品が減少し国産品が増加
している生鮮野菜に、ブロッコリー･アスパラガス･ショウガを挙げている。一方で国産パプ
リカを、輸入品に強く依存している品目としている(深瀬,2013 年)。国産パプリカは、ブロ
ッコリーやアスパラガスのようにシェア奪還を図れる存在になるのであろうか。これは本
論文の背景にある問題意識である。 
以上の課題解明を通じて、日本国内生産による鮮度の高さや輸送費の低さなどの優位性
を活かした、輸入品と対抗できうる大規模で合理的なパプリカ経営を行う施設園芸農業の
一つの姿を示し、展望を明らかにすることができると考える。 
 
３、産地形成論の系譜と本論文の位置づけ 
 
野菜作農業の展開、立地行動、産地移動などに関して体系的に論じた研究としては、「野
菜作農業の展開過程」（香月,2005 年）がある。それ以降も、作目や地域を限定して産地問
題を分析した論文はあるが、課題の全体像を扱った研究としては、この著書が参考になる。
そこで、香月の問題意識に即してパプリカの産地問題を整理し、そこで論じられていない新
たな視点も含めて本論文の位置づけをすることにしたい。 
 まず香月は、野菜の特質として、鮮度の劣化が著しく輸送コストがかさむことから、野菜
産地は都市近郊に立地することが多かったと述べている。そして、高度経済成長期に入って
以降、消費の周年化を伴った需要の拡大や輸送技術の発展により産地の広域化が進展した
としている。 
 さらに香月は、野菜作農業の展開に影響を及ぼす諸要因は、３つのレベルに分類できると
する。①一般経済（国民経済）レベル、②地域経済レベル、③産地レベル である。具体的
内容としては、①のレベルには、生産物の市場価格や運賃率が含まれる。中でも運賃率の低
下が地方価格を上昇させ、生産･流通の広域化の基礎的な条件となったことを指摘する。次
に②には、各地域の自然的条件、兼業化、離農化を農外から規定する地域の就業構造が含ま
れると述べている。さらに③の産地レベルには、生産集積による生産･流通コストの低廉化、
ブランドの確立、市場シェアの確保による高価格の実現、新生産方式の開発･普及、新市場
の開拓、新作物の導入等の要因が含まれるとしている。 
 パプリカは、輸入により市場が形成され、輸入品に追随して国内生産が開始された作目で
ある。また、市場価格が高く、特に 1999 年以前はデパート等で高級商材として取扱われて
いた。さらに、国内生産のパプリカは、現在も供給が需要に追い付かない状況にあり、生産
拡大が可能な品目である。また、野菜の中では比較的日持ちが良く、長距離の輸送に適して
いるため、オランダやニュージーランドからも空輸されている。 
パプリカ作農業の展開においても、香月の述べる３つのレベルでの要因分析は有効であ
るが、いくつかの修正を加える必要があろう。これは、パプリカという品目の特徴によるも
のもあるし、近年の野菜作を巡る状況の変化によるものもある。パプリカの生産物の特徴と
しては、比較的鮮度が長期間保たれる点があり、また、輸入品割合が日本国内で消費される
パプリカの約９割と大きい点が挙げられる。さらに、生産技術として、無加温ハウス･土耕
栽培で夏季間のみ出荷する体系と、加温型高規格ハウス･養液栽培で長期間(主に冬春作)出
荷をする体系とが並列している。前者は水稲育苗ハウスなどを利用し、複合経営としてパプ
リカを栽培している家族経営が多い。後者は初期投資額が大きく、農業法人や企業による農
業参入で、従業員を雇用して栽培する形態となっている。 
この、加温型高規格ハウス・養液栽培でパプリカ生産を行う農業法人や企業では、生産ロ
ットが大きく、単独の経営でも実質的に産地を形成していると言えるかもしれない。すなわ
ち、パプリカの生産主体や産地を分析することにより、従来のように、一定数の農家がまと
まって産地を形成するという考え方にとどまらない産地の捉え方ができる可能性がある 
大規模な個別の農業経営を産地と捉える視点の重要性は、近年、産地問題を論じた八木が指
摘している（八木，2016 年）。そこでは、産地に関して、「生産から流通に至る関係者の育
成がなされ、主体的にマーケティングを実践しうる」単位として、野菜作産地、果樹作産地、
酪農・肉用牛産地の分析を行っている。小規模な家族経営が多い野菜作や果樹作では、一定
の農家戸数がまとまらないと産地とはなりにくいが、酪農・肉用牛においては、単独の経営
でも産地としての機能を果たすメガファームが成立しているとされている。パプリカにお
いても同様の視点が有効であろう。 
このように、本論文が産地論に対する貢献としては、２点が指摘できる。１点は、本論文
の冒頭から述べているように、輸入農産物との輸入障壁がほとんどない中での国際競争に
耐えうるパプリカ産地形成の可能性に関する議論が可能なことである。２点目は、農業生産
の担い手が再編され、小規模農家の激減、大規模農業法人や企業参入が進む中で、新たなパ
プリカ生産の担い手が、一法人で産地と呼べるような生産力の内実を持つのか否かという
吟味が可能になることである。こうした点により、パプリカ大規模生産の実態を、従来型産
地の対比において明らかにし、将来を展望することは、他の作目にも参考になるような産地
のあり方を提示することにつながると期待される。 
 
４、論文内容 
 
本論文では、国産パプリカ生産について、統計資料ならびに関連主体への聞き取り調査を
基に分析を加えた。第Ⅰ章では、背景と課題を整理し、本論文のテーマを掲げた。本論文で
は、パプリカの生産・流通構造を明らかにすることを課題とした。その中では輸入パプリカ、
特に韓国産パプリカの生産・流通動向を明らかにする課題と、国内パプリカ生産の現状を明
らかにする課題の二つが重要であるとした。さらに、この課題解明により、農産物産地論に
立脚しながら、以下の二点の考察が可能であるとした。第一点は、輸入品と対抗しうる国産
農産物生産の可能性、第二点は、大型の農業法人が成立しつつあるパプリカ経営において、
単独の経営を産地と呼びうるかどうかという点であった。 
二つの課題に接近するために、第Ⅲ章「韓国産パプリカ日本輸出急増要因の解明」、第Ⅳ
章「国産パプリカ生産の現状と課題」の２章により、パプリカの輸入と国産の全体構図を描
いた。 
続いて、第Ⅴ章「大規模野菜温室経営における作業者管理の現状と課題」では、日本にお
ける主要な生産主体と目される、大規模パプリカ法人における生産力発展の重要なポイン
トになる作業者管理の現状について、実証的に明らかにした。第Ⅵ章「大規模経営体の経営
構造と収益性」では、大規模パプリカ法人の経営構造を具体的に描いた。以上が、本論文の
主要な構成である。このような構成のもと、各章で得られた知見は次のようなものであった。 
第Ⅱ章では、統計資料を用いて、我が国におけるパプリカの輸入量と国内生産量の推移と現
況を概覧した。具体的には、財務省「貿易統計」より輸入数量の年次別国別推移、農林水産
省「地域特産野菜の生産概況」より国内パプリカ産地の県別推移と現況、「東京都中央卸売
市場年報」より流通の現況をそれぞれ確認した。 
分析により、オランダからの輸入によって日本のパプリカ市場が形成され、次に韓国産パ
プリカにより市場が大きく拡大したこと、その後国内生産が開始されたが、現状では収量が
安定せず、国内需要の１割程度の供給にとどまっていることが明らかにされた。 
第Ⅲ章では、韓国内の産地と輸出商社、並びに日本国内輸入商社５社の訪問調査を行い、
2000年以降の韓国産パプリカの輸出急増要因の解明を試みた。 
その結果、日本側（消費側）の要因としては、オランダ産の輸入によりパプリカという商
品市場が形成され、そこに韓国産が参入したこと、韓国にとっても日本が良条件の市場であ
ったことが明らかにされた。韓国側（生産側）の要因としては、アジア通貨危機前後の経営
危機に瀕し、他品目からの品目転換をする経営が存在したこと、産地が主体的に組織を形成
したこと、国の手厚い政策支援があったことなどが明らかになった。さらに、日本への輸出
に際し、韓国の貿易会社と日本の商社が連携して事業推進を図ったことも重要な要因とし
て指摘された。 
第Ⅳ章では、国産パプリカ生産者の現状と展望を明らかにした。国内の既存型の産地とし
て JA 等への訪問調査ならびに集荷業者を対象に実態調査を行い、栽培面積や生産者数・生
産量や栽培概要などを明らかにした。また、新規にパプリカ生産に参入した 5 つの大規模
農業法人について、経営概要について実態調査を行い、現状と課題を整理した。 
既存型産地では、簡易ハウスによる小規模経営が主体で生産性が低く不安定であり、産地
の拡大は難しいことが明らかになった。一方、農業法人による重装備型の大型温室経営では、
多額の設備投資と高い栽培技術により高収量をあげ、長期出荷が可能であるため有利に販
売を行っており、一定の将来性が見込めることが明らかになった。しかし、減価償却費が高
く、運営には高いレベルのオペレーションが必要とされ、優良な人材の確保が重要であるこ
とが解明された。 
第Ⅴ章では、大型農業法人の収益性確保において重要となる作業者管理について、8 つの
経営体を対象に訪問調査を行い、うち協力が得られたＴ社については詳細調査を行った。特
に、作業量が多い温室内での整枝・誘引・葉かきなどのトリミング作業に注目し、作業者の
配置と成果測定、指揮命令体系を分析した。 
分析の結果、大規模野菜温室における作業管理については、未だ標準的手法が確立されて
おらず、各社が試行錯誤を繰り返している状況にあることが明らかになった。しかし、作業
者配置のあり方や中間管理者の機能には一定の類型があることが解明され、作業者管理の
方法改善により、大規模野菜温室の収益力を高めることが可能であることが分かった。また、
そのためには作業者管理手法の確立が重要であることが示唆された。 
第Ⅵ章では、前Ⅴ章で分析した T 社についてより詳細な情報を分析し、その経営展開と
生産性や収益性の推移を明らかにした。生産コストを中心に特徴を解明し、販売金額・労働
生産性と単収・一般管理費と製造原価などの推移を数値的にとらえ経営構造と収益性を検
討した。 
Ｔ社は 2000 年に設立された農業法人であり、設立以降、施設整備や人的組織の形成、作業
の習熟等により、徐々に労働生産と 10ａ当り収量が高まり、規模拡大により販売総額が増
大してきた。しかし、経営が安定するまでには 5～6 年を要しており、当時の高価格条件の
もとでは成立が可能であったが、現在の価格水準では容易でないことが明らかになった。生
産コスト分析からは、温室等の導入費用が大きく、減価償却費を節減するためには、単収を
増大させることが重要であると指摘した。また、化石燃料に頼る加温コストとその安定確保
も問題であった。輸入品と同等の小売価格を実現するための目標単収は 10ａ当り 18ｔ程度
であり、現実とかい離した水準ではないが未達成であった。収益向上のためには、単収向上
や労働力節減によるコスト節減と、販売単価維持のための販路選択が重要であることが明
らかになった。 
 
５、総合考察 
 
本論文での具体的な分析を踏まえて、第Ⅰ章で提示した研究課題、すなわち国産パプリカ
経営が輸入製品に対抗して、今後も生産を拡大していけるのかどうかという点と、大規模農
業法人が産地としての内実を持ち、生産・販売を行うことができる主体として確立している
のかどうかという２点について吟味を行う。 
まず国産パプリカ生産の生産増大およびパプリカ経営の発展可能性について述べる。韓
国産パプリカの韓国国内の需要が増大し今後の日本への輸出量確保が不透明化する一方で、
日本国産パプリカを求める川下側の要望は強い。しかし、日本国内のパプリカ生産量は、い
まだ国内需要の１割程度しか充足していない。今後の供給については、従来型の小規模・簡
易ハウス栽培による夏秋栽培産地にはあまり期待できないが、大規模高規格型ハウスによ
る養液栽培を行う農業法人の供給力には発展の可能性があるといえる。パプリカを生産す
る農業法人は、企業参入によるものを中心に増加しており、農場数も増えている。しかし、
その内実を見ると、高額の初期投資と減価償却費、農場を管理するマネージャーの不足、単
収水準とコストに大きな影響を及ぼす雇用労働力の管理システムの未確立など、多くの課
題を持っていることが明らかとなった。また、設備投資に対する多額の補助金は、経営安定
のために不可欠であると指摘できる。国産パプリカ生産を増大させていくためには、上記の
課題を解決していく必要がある。 
次に、大規模パプリカ法人を、産地としてみることができるのか否かという点である。八
木に倣って産地を定義すれば（八木，2016）、「生産から流通に至る関係者の育成がなされ、
主体的にマーケティングを実践しうる」単位となる。本研究での分析によれば、大規模パプ
リカ法人は、国産パプリカの主要な生産者として供給量を拡大しており、周年供給にも取り
組んできている。また、法人単位で主体的な販売戦略を行っており、産地と見る事ができる
ように思われる。しかしながら、本論文で分析したような生産力的な問題を持っており、産
地としての力量を持っているかどうかの吟味を行うための分析は、本論文では不十分であ
ったと言える。それぞれの農業法人の供給力と需要側の量的・質的・供給時期等の要請との
整合性などの分析はできておらず、今後の課題として残したい。 
 
６、残された課題 
 
パプリカの国内生産割合は、本論文冒頭で述べたように消費量の 10％に満たない。その分
母には４万トンの海外産パプリカの輸入量があり、マーケットでの競合は避けては通れな
い。 
韓国でのパプリカ栽培の面積は、増加の一途をたどり 598ha（2014 年）に達しており、大
規模な干拓地も開発され新たな輸出団地も建設されている。一方、対日輸出に傾斜していた
輸出割合は低下し、過半が自国内消費されるようになり、販路のシェアは様変わりをしてい
る。韓国内の市場相場は上昇し、思うように買付できない事態も商社から聞かれた。逆に最
盛期には、荷余りし価格の暴落と産地廃棄の状況も発生している。ニッチな作目であったパ
プリカでも、そのマーケットの背景は複雑化している。 
国産パプリカには、短い輸送期間やそれにともなう鮮度感、消費者の国産支持などの優位性
もある。パプリカを例に、輸入品に対抗できる施設園芸農業の一つの姿を展望してきたが、
パプリカを取り巻く国内外の環境の変化の中で、今後、国産パプリカの可能性を模索し続け
ることが必要だろう。これも残された課題である。 
 また、大規模パプリカ法人の販売の実態と小売店、中食・外食、食品加工業との需給のマ
ッチングについても、本研究では解明することができなかった。大規模パプリカ法人が、生
産から販売に至る主体的な取組をするためにはどのような要件が必要になるのかという点
も含めて、残された課題としたい。 
 
 
